
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）と第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）との間 結合され
た通信リンク（ＴＬ）を通って後にデータを送信するためのデータ転送速度を協議するた
めに前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）および前記第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）に
よって実行される初期化プロトコル 、
　ａ）少なくとも前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）が データ 速
度値を提案する第１の段階 と、
　ｂ）前記 データ転送速度値の データ転送速度値 選択されるかが
通信される第 の段階 と、
　ｃ）前記選択されたデータ転送速度 後の送信のためのデータ転送速度となることが
確認される第 の段階 確認 を含
　前記第 の段階 確認 が実行される 、前記第１のトランシーバ（ＴＲ
Ｘ 1 ）あるいは前記第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）は新しいデータ転送速度の提案をア
ナウンスし

前記 が再実行されることを特徴とする初期化プロトコル。
【請求項２】
　さらに、
　ｄ）前記 と前記 との間に実行され、前記通信リンク（ＴＬ）を通る伝
送に対して最大のデータ転送速度が測定される第 の段階 チャンネル解析 を含
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み、
　さらに、前記新しいデータ転送速度の提案のアナウンスは前 ャンネル解析

の結果に基づいていることを特徴とする請求項１記載の初期化プロトコル。
【請求項３】
　前記新しいデータ転送速度の提案のアナウンスは前記第２の段階 が行われる
前に実行される請求項１記載の初期化プロトコル。
【請求項４】
　前記新しいデータ転送速度の提案のアナウンスは前記 行われる請求項１記
載の初期化プロトコル。
【請求項５】
　前記データ転送速度は上流データ転送速度値と下流データ転送速度値によって決定され
る両方向のデータ転送速度である請求項１記載の初期化プロトコル。
【請求項６】
　前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）および第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）はＡＮＳ
Ｉ規格の T1E1.413に従って動作する非対称デジタル加入者回線（ＡＤＳＬ）タイプのモデ
ムであり、さらに、
　前 案 において、前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）は４つの上流のデータ転
送速度値と４つの下流データ転送速度値とを提案し、それにおいて前記第２のトランシー
バ（ＴＲＸ 2 ）は４つの上流データ転送速度値を提案し、
　前記 ャンネル解析 において、前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）は下流の信号
対雑音比の測定のために前記第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）にメッセージを送り、前記
第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）は上流の信号対雑音比の測定のために前記第１のトラン
シーバ（ＴＲＸ 1 ）にメッセージを送り、
　前記 択 において、前記第２のトランシーバ（ＴＲＸ 2 ）は前記４つの下流データ
転送速度値のどれが選択されるかおよび前記第 の段階 チャンネル解析 中に測
定された下流最大データ転送速度値を前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）に通信し、付
加的に前記第１のトランシーバ（ＴＲＸ 1 ）は前記４つの上流データ転送速度のどれが選
択されるかおよび４つの下流データ転送速度のどれが選択されるか は前記新しい
データ転送速度の提案の前記アナウンス について前記第２のトランシーバ（
ＴＲＸ 2 ）と通信することを特徴とする請求項２、４または５のいずれか１項記載の初期
化プロトコル。
【請求項７】
　前記アナウンスは前記ＡＮＳＩ規格 T1E1.413に記載された C-RATES2メッセージ中の予め
定められた保留されていたビットパターンを送信することによって前記第２のトランシー
バ（ＴＲＸ 2 ）に通信される請求項６記載の初期化プロトコル。
【請求項８】
　通信リンクを介してデータを第２のトランシーバに送信するように構成されたトランシ
ーバ（ＴＲＸ）において、
　ａ）前記通信リンクを通って送信される情報が供給され、前記情報が供給される１以上
の入力端子および前記通信リンクに結合された出力端子を設けられ ラインインター
フェイス（ＬＩ）と、
　ｂ）前記トランシーバ（ＴＲＸ）と前記第２のトランシーバとの間の後の送信のための

データ転送速度値を含む メッセージを生成し、 メッセージ
を前記ラインインターフェイス（ＬＩ）の入力に供給するように構成され 提案生成
手段（ PROP）と、
　ｃ）前記データ転送速度値のどれが選択されるかを示す メッセージを生成し、

メッセージを前記ラインインターフェイス（ＬＩ）の入力に供給するように構成され
選択生成手段（ SEL ）と、

　ｄ）前記データ転送速度値のどれが後の送信 るかを確認するための メッ
セージを生成し、 メッセージを前記ラインインターフェイス（ＬＩ）の入力に供
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給するように構成され 確認生成手段（ CONF）と、
　ｅ）前記ラインインターフェイス（ＬＩ）の入力に結合され、選択されて確認されたデ
ータ転送速度で前記ラインインターフェイス（ＬＩ）によって送信されるデータをそこに
供給するように構成され データ生成手段（ DATA）と、
　ｆ）前記提案生成手段（ PROP）の入力と、前記選択生成手段（ SEL ）の入力と、前記確
認生成手段（ CONF）の入力とにその出力が結合され

　前記提案生成手段（ PROP）、選択生成手段（ SEL ）、確認生成手段（ CONF）の出力は前
記 前記ラインインターフェ
イス（ＬＩ）の入力に メッセージを供給する

　ｇ）
新しいデータ転送速度の提案をアナウンスするために メッセージを生成

し、 メッセージを前記ラインインターフェイス（ＬＩ）に供給するように
構成され 提案アナウンス生成手段（ NEW PROP） 具備し、
　ｈ）前記初期化制御手段（ INIT CONTROL ）は前記提案アナウンス生成手段（ NEW PROP
）の入力に結合された付加的な出力を設けられていることを特徴とするトランシーバ（Ｔ
ＲＸ）。
【請求項９】
　 記トランシーバ（ＴＲＸ） 前記データ転送速度の再協議を するよ
うに構成されていることを示すため メッセージを生成し、 メッセージ
を前記ラインインターフェイス（ＬＩ）の入力に供給するように構成された再協議指示手
段（ RE-NEG）を含んでいる請求項８記載のトランシーバ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、第１のトランシーバと第２のトランシーバとの間で結合された通信リンクを通
って後にデータを送信するためのデータ転送速度を協議するために第１および第２のトラ
ンシーバによって実行される初期化プロトコルと、この初期化プロトコルを実行するため
通信リンクを介してデータを第２のトランシーバに送信するように構成されたトランシー
バとに関する。
【０００２】
【従来の技術】
上述のような初期化プロトコルは、例えばＡＤＳＬ（非対称デジタル加入者回線）に関す
るＡＮＳＩ（米国規格協会）規格に従って動作する２個のＡＮＳＬモデム間の通信等から
技術において既に知られており、その認可されたバージョンは、 T1E1.413に記載された文
献“ Network and Customer Installation Interfaces, Asymmetric Digital Subscriber 
Line(ADSL)Metallic Interface”を参照している。 1994年４月に発行されたこの規格の草
案のバージョンにおいて、初期化プロトコルは、例えば撚られた対の銅線の電話線等の通
信リンクを介して相互接続されたＡＤＳＬトランシーバ対によって実行され、それは第 12
章の 83乃至 104 ページに記載されている。本発明の見地において、この初期化プロトコル
の一部分だけが関係している。特に、２つの通信しているＡＤＳＬトランシーバが後の上
流および下流データ転送速度について協議する部分が考慮される。上述の草案の標準規格
の 83ページの図２９において、この部分は“チャンネル解析”および“交換”によって示
されている。“チャンネル解析”方法の第１の段階において、中央オフィスモデムと呼ば
れる第１のＡＤＳＬトランシーバは、遠隔端末モデムと呼ばれる第２のＡＤＳＬトランシ
ーバに４つの任意の上流および下流データ転送速度値を送信する。第２のＡＤＳＬトラン
シーバは、４つの任意の上流および下流データ転送速度値を中央オフィスモデムに送信す
ることによって前述の提案を受諾したことに応答する。トランシーバ 1 からトランシーバ
2 へ、および反対にトランシーバ 2 からトランシーバ 1 へ送られたこれらの任意のデータ
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転送速度値は、上述の草案の標準規格の 92乃至 93ページの文節 12.6.2および 96ページの 12
.7.4にそれぞれ記載されたいわゆる C-RATES1および R-RATES1メッセージ中に入れられる。
さらに、“交換”方法の第３の段階において、中央オフィスモデムおよび遠隔端末モデム
は、任意のデータ転送速度のどれを使用するのが好ましいかを互いに通信する。ＡＤＳＬ
初期化プロトコルの“交換”過程の一部分を形成している第４の段階において、遠隔端末
モデムは中央オフィスモデムにいわゆる R-B&G メッセージを送信する。このメッセージは
、ＡＤＳＬトランシーバ間の後の通信を構成するディスクリート・マルチトーン（ＤＭＴ
）シンボルを伝送する搬送波のためのビットおよび利得情報を含んでいる。このビットお
よび利得情報は、先の段階において選択されたデータ転送速度を確認するものとして見る
ことができ、それは後の通信のための下流および上流データ転送速度がそれによって完全
に決定されるからである。上述の既知の初期化プロトコルの欠点は、最後に選択され確認
された上流および下流データ転送速度が第１の段階において提案された４つのデータ転送
速度値と異ならせることができないことである。これらの提案されたデータ転送速度値は
むしろ任意に選択されたものであり、通信リンク特性に依存している最適な上流および下
流データ転送速度とは全て著しく異なる可能性がある。換言すると、既知の初期化プロト
コルは、適合可能なデータ転送速度、すなわち２つのトランシーバ間の通信リンクの容量
に適合されるデータ転送速度を支持しない。データ転送速度を適合する唯一の方法は、識
別および初期化プロセスを完全にやり直しすることである。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の目的は、上述の欠点を克服する、すなわち先行の識別および初期化ステップの全
てをやり直しせずにデータ転送速度の適合を支持する上述の既知のタイプの初期化プロト
コルを提供することである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
この目的は、本発明の初期化プロトコルおよびその初期化プロトコルを使用するトランシ
ーバとによって実現される。
本発明は、第１のトランシーバと第２のトランシーバとの間で結合された通信リンクを通
って後にデータを送信するためのデータ転送速度を協議するために第１および第２のトラ
ンシーバによって実行される初期化プロトコルにおいて、
ａ）少なくとも第１のトランシーバがデータ転送速度のために限定された値のデータ速度
値を提案する第１の段階（提案）と、
ｂ）データ転送速度値のどれがデータ転送速度のために選択されるかが通信される第３の
段階（選択）と、
ｃ）データ転送速度値の選択された１つが後の送信のためのデータ転送速度となることが
確認される第４の段階（確認）とを含み、
第４の段階（確認）が実行される前に、第１のトランシーバあるいは第２のトランシーバ
は新しいデータ転送速度の提案をアナウンスし、それによって第１の段階（提案）が再実
行されることを特徴とする。
【０００５】
また、本発明のトランシーバは、
ａ）通信リンクを通って送信される情報が供給され、情報が供給される１以上の入力端子
および通信リンクに結合された出力端子を設けられたラインインターフェイスと、
ｂ）トランシーバと第２のトランシーバとの間の後の送信のためのデータ転送速度の限定
された値のデータ転送速度値を含むメッセージを生成し、このメッセージをラインインタ
ーフェイスの入力に供給するように構成された提案生成手段と、
ｃ）データ転送速度値のどれが選択されるかを示すためにメッセージを生成し、このメッ
セージをラインインターフェイスの入力に供給するように構成された選択生成手段と、
ｄ）データ転送速度値のどれが後の送信のデータ転送速度になるかを確認するためのメッ
セージを生成し、このメッセージをラインインターフェイスの入力に供給するように構成
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された確認生成手段と、
ｅ）ラインインターフェイスの入力に結合され、選択されて確認されたデータ転送速度で
ラインインターフェイスによって送信されるデータをそこに供給するように構成されたデ
ータ生成手段と、
ｆ）提案生成手段の入力と、選択生成手段の入力と、確認生成手段の入力とにその出力が
結合され、その入力に出力が結合されている提案生成手段、選択生成手段、確認生成手段
のどれがラインインターフェイスの入力にメッセージを供給することが許可されるかを制
御するように構成された初期化制御手段と、
ｇ）新しいデータ転送速度の提案をアナウンスするメッセージを生成し、このメッセージ
をラインインターフェイスに供給するように構成された提案アナウンス生成手段とを具備
し、
初期化制御手段は提案アナウンス生成手段の入力に結合された付加的な出力を設けられて
いることを特徴とする。
【０００６】
このようにして、トランシーバが新しいデータ転送速度の提案をアナウンスすることを許
可し、第１の段階を付加的に実行する際に適合された任意のデータ転送速度値を公式化す
ることによって、第１の段階を最初に実行している間に先に提案された任意のデータ転送
速度値を受取るよりも、最終的に選択されて確認されたデータ転送速度を通信リンク容量
に適合される方が良くなることが可能である。２回目の提案に含まれた適合されたデータ
転送速度値が依然として最適なデータ転送速度に満足に近似することができない場合には
トランシーバの１つがもう一度新しいデータ転送速度の提案をアナウンスすることができ
る。
【０００７】
請求項２に記載された本発明の初期化プロトコルの特定の構成において、第１の段階をや
り直しする際に提案されるデータ転送速度は最適に選択される。
【０００８】
実際に、通信リンクの容量、すなわちリンクの最大伝送速度が測定される第２の段階を初
期化プロトコルが有している場合、トランシーバは新しい提案をアナウンスすることを決
定するための良い基準と、適合されて提案されたデータ転送速度値を選択するための優良
なツールを有している。最初に提案されたデータ転送速度値のいずれもその下方側の支持
可能な最高データ転送速度に近似していない場合、一方のトランシーバは他方のトランシ
ーバに新しい提案を公式化したいという意向を伝える。この新しい提案は、支持可能な最
高データ転送速度と、新しいデータ転送速度の提案を生成するトランシーバにとって許容
可能な範囲の幾つかの低いデータ転送速度値とを含んでいる。この方法において、第１、
第２および第３の段階を再度実行することによって最終的に選択されるデータ転送速度が
導かれ、それはリンク容量に適切に適合される。このデータ転送速度は第４の段階におい
て確認される。
【０００９】
しかしながら、再協議の際に第１、第２および第３の段階のステップ全てのやり直しは要
求されないことが注目される。例えば、ＡＤＳＬシステムにおいて、遠隔端末モデムが中
央オフィスモデムの提案に対して上流データ転送速度に対する提案に答える必要はない。
また、チャンネルが解析される第２の段階が再度実行される必要もない。また、明らかに
、ＡＤＳＬシステムの中央オフィスモデムが１組の４つの適合されたデータ転送速度値を
再度公式化する必要もない。それが適切に選択されたものであるならば、新しく提案され
たデータ転送速度値は１つで十分である。
【００１０】
リンクが解析される上述のような第２の段階を含む初期化プロトコルは、既にＡＤＳＬ初
期化プロトコルから知られている。実際に、その“チャンネル解析”方法は、いわゆる C-
MEDLEY信号（ 95ページの文節 12.6.6参照）と、 R-MEDLEY信号（ 98ページの文節 11.7.8参照
）の送信を含んでいる。これらの MEDLEY信号は、受信トランシーバが信号雑音比（ＳＮＲ

10

20

30

40

50

(5) JP 3833799 B2 2006.10.18



）を測定し、リンクが支持できる最大のデータ転送速度をそこから決定できるようにする
広帯域擬似ランダム信号である。
【００１１】
本発明において、トランシーバが新しい提案をアナウンスする前にリンクが解析されるこ
とは要求されないことに注意すべきである。トランシーバの１つがいかなる理由であれ最
初の提案で提案されたデータ転送速度で満足しない場合、それはリンクの容量がまだ知ら
されていない場合でも新しい提案をアナウンスすることができる。
【００１２】
請求項３に記載されている本発明の付加的な任意の特徴によって、関係のない情報の送信
は最少にされる。
【００１３】
実際に、トランシーバの１つが新しいデータ転送速度の提案をアナウンスし、新しく提案
された任意のデータ転送速度値が選択段階が開始される前に通信された場合、確認される
ことがあり得ない最初に提案されたデータ転送速度の選択された１つに関する情報は送信
されない。
【００１４】
その代りに、請求項４に記載されているように、本発明は既知の初期化プロトコルにわず
かに変更を加えて導入されることができるが、幾らかの関係のない情報が送信されるとい
う欠点を有している。
【００１５】
例えば、既知のＡＤＳＬ初期化プロトコルの第３の段階において、遠隔端末モデムは、い
わゆる R-RATES2メッセージ（ 103 ページの文節 12.9.4参照）を中央オフィスモデムに送信
し、４つの任意の下流のデータ転送速度の選択された１つを通信する。すると、中央オフ
ィスモデムは、選択された上流および下流データ転送速度を遠隔端末モデムに通信するた
めに C-RATES2メッセージ（ 100 ページの文節 12.8.5参照）で応答する。後により詳細に説
明されるように、ＡＤＳＬ初期化プロトコルは、中央オフィスモデムが C-RATES2メッセー
ジを介して新しい提案をアナウンスするように容易に適合されることができる。しかしな
がら、これによって先に送信された R-RATES2メッセージが関係のない情報を含み、不必要
に帯域幅が占有されてしまう。
【００１６】
本発明の付加的な特徴として、請求項５に記載されているようにそれが単一方向および両
方向のデータ転送速度の両方に対して適用できることが挙げられる。
【００１７】
上流データ転送速度と下流データ転送速度が調整されなければならないとき、本発明の別
の異なる構成が考えられる。新しい提案をアナウンスすると、新しい任意の上流および下
流データ転送速度値が第１のトランシーバから第２のトランシーバに送信される必要があ
る。より改善された構成の場合、トランシーバは下流方向だけ、あるいは上流方向だけの
ために新しい提案をアナウンスすることができ、それによって、既に満足のいくデータ転
送速度が２方向の一方に対して調整されている場合には余分な動作が行われない。
【００１８】
本発明に特有の特徴は、請求項６に記載されているようにそれが２つのＡＤＳＬトランシ
ーバの間の通信を初期化するために使用されることである。
【００１９】
上述の文節の１つにおいて既に示されているように、第３の段階における C-RATES2メッセ
ージは、選択された上流および下流値を通信するために使用されるＡＤＳＬ規格によると
、任意のデータ転送速度値のいずれも選択されなかったが、４つの新しい任意のデータ転
送速度の新しい提案が公式化されることを示すために代りに使用される。
【００２０】
本発明のＡＤＳＬ構成の付加的な特徴によって、適合可能なビット伝送速度を支持すると
いう目的をＡＤＳＬ規格のｓｓにわずかな変更を加えて実現することができる。
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【００２１】
実際に、ＡＤＳＬに関する上述の草案のＡＮＳＩ規格の 100 ページの表３９において、上
流および下流方向のために選択された関連したデータ転送速度値と共に C-RATES2メッセー
ジによって含まれた全てのビットパターンが示されている。新しい提案（すなわち、段階
１の再実行）をアナウンスするために中央オフィスモデムによって遠隔端末モデムに送ら
れた１つの付加的なビットパターンによってこのリストが拡張された場合、この目的が達
成される。
【００２２】
本発明によるトランシーバの付加的な有効な特徴によって、トランシーバはそれがやり直
しせずにデータ転送速度の再調整を支持することを示すことができる。この特徴は、請求
項９に記載されている。
【００２３】
この方法において、トランシーバは、新しいデータ転送速度の提案をアナウンスできるこ
とを第２のトランシーバに示し、新しいデータ転送速度値の組を生成してそれを扱う能力
がある。２つの通信しているトランシーバが互いにこの表示を送信する場合、やり直しせ
ずにデータ転送速度の再調整を行うことができる。２つのトランシーバの１つがこの表示
を送信しない場合、そのトランシーバはそのような再調整を支持することができず、従っ
て識別および初期化プロセス全体をやり直しせずに新しい任意のデータ転送速度値の組を
扱うことができない。
【００２４】
さらに、新しいデータ転送速度の提案をアナウンスし、新しいデータ転送速度の提案を公
式化することのできるトランシーバと通信する通信装置が、請求項１０に記載されている
ように再調整を支持することを示すことができる。
【００２５】
実際に、通信装置、すなわち第２のトランシーバあるいはモデムが第１のトランシーバの
新しい提案を取り扱うことができない場合、第１のトランシーバが再協議を試みるのは無
駄である。その通信装置がデータ転送速度に関して再協議できるかできないかを示すこと
によって、トランシーバとその通信装置との間の通信が破壊して識別および初期化を完全
にやり直されなければならない状態にシステムがなることを防ぐことができる。
【００２６】
添付図面に関連して一実施形態の以下の説明を参照することによって本発明の上述および
その他の目的ならびに特徴はより明らかとなり、発明自体が最良に理解される。
【００２７】
【発明の実施の形態】
図１において、２つのＡＤＳＬモデムＴＲＸ 1 およびＴＲＸ 2 が電話回線ＴＬを介して結
合されている。第１のＡＤＳＬモデムＴＲＸ 1 はいわゆる中央オフィスモデムであり、第
２のＡＤＳＬモデムＴＲＸ 2 は遠隔端末モデムである。２つのモデムＴＲＸ 1 およびＴＲ
Ｘ 2 は、ＡＤＳＬに関するＡＮＳＩ標準規格に従って動作し、ディスクリート・マルチト
ーン（ＤＭＴ）シンボルに詰められたデータを中央オフィスモデムＴＲＸ 1 から遠隔端末
モデムＴＲＸ 2 への下流方向と、遠隔端末モデムＴＲＸ 2 から中央オフィスモデムＴＲＸ
1 への上流方向に送信する。これらのＤＭＴシンボルは、１組の２５６の等距離の搬送波
によって搬送される。それに加えて、ＤＭＴシンボルを構成しているビットは、異なる搬
送波に拡散される。初期化方法において、２つのＡＤＳＬモデムＴＲＸ 1 およびＴＲＸ 2 
は、下流ビット伝送速度と上流ビット伝送速度を調整し、どれだけのビットでそれぞれの
特定の搬送波が送信されるのかを各搬送波の信号対雑音比の測定に基づいて決定する。こ
れは通常、ビット割当て方法と呼ばれる方法で行われる。この方法の最後には、ＡＤＳＬ
モデムＴＲＸ 1 およびＴＲＸ 2 の両方は、例えば搬送波 1 は２ビットを搬送し、４回のＱ
ＡＭ変調により変調され、０．９ｄＢの利得を有して送信され、搬送波 2 は５ビットを搬
送し、３２回のＱＡＭ変調により変調され、１．２ｄＢの利得を有して送信され、搬送波
3 は４ビットを搬送し、１６回のＱＡＭ変調により変調され、１．３ｄＢの利得を有して
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送信されること等を知る。明らかに、下流および上流データ転送速度は、ビット座標が与
えられたときに決定される。
【００２８】
上流および下流のデータ転送速度について協議し、ビット座標を得るために、モデムＴＲ
Ｘ 1 およびＴＲＸ 2 は、特定の組の正確な時間の初期化信号を生成し、それに応答する。
これらの初期化信号の時間線が図１に表されている。図面が複雑になるのを避けるため、
本発明の見地に関連したＡＤＳＬ初期化方法の初期化ステップだけが図示されている。完
全な初期化手順は、ＡＤＳＬ規格の前述された草案のバージョン（ 1994年４月発行）の 83
乃至 104 ページの第 12章に記載されている。次の文節においては、 92乃至 104 ページの文
節 12.6, 12.7, 12.8および 12.9に記載された“チャンネル解析”方法および“交換”方法
のみに焦点が当てられている。より具体的には、ＡＤＳＬモデムが適合可能なデータ転送
速度を支持するにはこれらの方法がどのように適合されるかが説明される。
【００２９】
ＡＤＳＬ規格の“チャンネル解析”方法は、第１の段階“提案”と第２の段階“チャンネ
ル解析”を含み、それは図１に示されている。
【００３０】
第１の段階“提案”において、中央オフィスモデムＴＲＸ 1 は、下流および上流方向に対
する４つの任意のデータ転送速度値を含んでいるメッセージ PROPOSE 12を下流に送信す
る。任意のデータ転送速度値の１つを説明する部分は、草案のＡＤＳＬ規格の 92乃至 93ペ
ージの文節 12.6.2に記載されている。第１のメッセージ  PROPOSE 12がこの文節において
メッセージ C-RATES1と呼ばれることは注意される。メッセージ C-RATES1にはメッセージ C-
MSG1が伴い、それは 93乃至 94ページの文節 12.6.4に記載されている。このメッセージは、
ベンダーの識別および中央オフィスモデムの機能の決定に使用されるが、本発明の見地に
は関係がないので、ここではこれ以上考慮されない。メッセージ  PROPOSE 12を受取ると
、遠隔端末モデムＴＲＸ 2 はメッセージ  PROPOSE 21で応答し、そのメッセージにおいて
、４つの任意の上流データの転送速度値が中央オフィスモデムＴＲＸ 1 に提案される。任
意の上流のデータ転送速度の１つを説明する部分はメッセージ  PROPOSE 12の部分に類似
しており、ＡＤＳＬに関する草案のＡＮＳＩ規格の 96ページの文節 12.7.4に記載されてい
る。この文節において、メッセージ  PROPOSE 21は R-RATES1メッセージと呼ばれている。
また、このメッセージには、ベンダーの識別等を行うメッセージ R-MSG1が伴われている。
この伴っているメッセージ R-MSG1は 97ページの文節 12.7.6に記載されているが、ここでは
考慮されない。
【００３１】
第２の段階“チャンネル解析”において、中央オフィスモデムＴＲＸ 1 は、遠隔端末モデ
ムＴＲＸ 2 が信号対雑音比を評価し、そこから下流の搬送波のための最大ビット割当てと
、下流の最大のデータ転送速度と、  PROPOSE 12においてＴＲＸ 1 によって提案された４
つの任意の下流データ転送速度値のどれが使用に好ましいかを決定できるようにする広帯
域擬似ランダム信号を送信する。広帯域擬似ランダム信号は草案のＡＤＳＬ規格において
C-MEDLEYと呼ばれ、 95ページの文節 12.6.6に記載されている。反対方向において、遠隔端
末モデムＴＲＸ 2 もまた参照されたＡＤＳＬ規格において R-MEDLEYと呼ばれる広帯域擬似
ランダム信号も送信し、それによって中央オフィスモデムＴＲＸ 1 は上流の搬送波の信号
対雑音比を評価し、そこから上流の搬送波の最大ビット割当てと、上流の最大のデータ転
送速度と、  PROPOSE 21においてＴＲＸ 2 によって提案された４つの任意の上流データ転
送速度値のどれが使用に好ましいかを決定する。
【００３２】
ＡＤＳＬ規格の“交換”方法は、図１に示されているように第３の段階“選択”および第
４の段階“確認”を含んでいる。
【００３３】
第３の段階“選択”において、遠隔端末モデムＴＲＸ 2 は、下流の送信のための選択され
た任意のデータ転送速度と、“チャンネル解析”の段階において下流送信のために下流搬
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送波の信号対雑音比の測定に基づいて支持されることのできる最大のデータ転送速度とを
含むメッセージ  SELECTION 21を中央オフィスモデムＴＲＸ 1 に送信することによってＴ
ＲＸ 1 のメッセージ  PROPOSE 12に応答する。メッセージ  SELECTION 21は、ＡＤＳＬ規
格においてメッセージ R-RATES2と呼ばれ、 103 ページの文節 12.9.4に記載されている。こ
の草案の規格の 103 ページの表４１において、 R-RATES2において４つの任意の下流のデー
タ転送速度のどれが選択されるかを示すために遠隔端末モデムＴＲＸ 2 によって使用され
る予め定められた確保されたビットパターンが示されている。反対方向、すなわち下流方
向において、中央オフィスモデムＴＲＸ 1 は、下流および上流の送信のための選択された
任意のデータ転送速度を含むメッセージ  SELECTION 12を遠隔端末ＴＲＸ 2 に送信するこ
とによってメッセージ  PROPOSE 21および  SELECTION 21に応答する。上流の送信の場合
、選択された任意のデータ転送速度値は、“チャンネル解析”段階における上流の搬送波
の信号対雑音比の測定に基づいて決定される。下流の送信の場合、遠隔端末モデムＴＲＸ
2 によって生成および送信されたメッセージ  SELECTION 21中の情報でコピーが作られる
。メッセージ  SELECTION 21は草案のＡＤＳＬ規格において C-RATES メッセージと呼ばれ
、 100 ページの文節 12.8.5に記載されている。この草案の規格の 100 ページの表３９にお
いて、 C-RATES2において４つの任意の下流データ転送速度値および４つの任意の上流デー
タ転送速度値のどれが選択されるかを示すために中央オフィスモデムＴＲＸ 1 によって使
用される予め定められた留保されたビットパターンが示されている。本発明によれば、こ
のリストは、上流および下流データ転送速度に対する選択は行われないが、新しい提案が
中央オフィスモデムＴＲＸ 1 によって公式化されることを示す付加的なビットパターンで
拡張される。メッセージ C-RATES2には、 101 ページの文節 12.8.7に記載されたいわゆる C-
B&G メッセージが伴われる。この C-B&G メッセージは、上流搬送波のためのビットおよび
利得情報を含んでいる。上流の各搬送波に対して、 C-B&G メッセージは、遠隔端末モデム
ＴＲＸ 2 によってそこで変調されるビットの数と、この搬送波を送信するのに使用される
利得あるいは電力レベルとを示す。新しいデータ転送速度の提案が生成されることを示す
ビットパターンをメッセージ C-RATES2が含んでいる場合、 C-B&G メッセージが不必要に伝
送される余分な情報を含んでいることは明らかである。次に実行されるステップは第１の
段階“提案”であり、そこにおいて、中央オフィスモデムＴＲＸ 1 は、新しい上流および
下流データ転送速度値を遠隔端末モデムＴＲＸ 2 に提案する。中央オフィスモデムＴＲＸ
1 は“チャンネル解析”の段階中に上流伝送のために支持されることのできる最大のデー
タ転送速度を決定し、また、メッセージ  SELECTION 21において遠隔端末モデムＴＲＸ 2 
による下流の送信のために支持されることのできる最大のデータ転送速度を知らされるの
で、新しく提案された任意の上流および下流データ転送速度値は非常に効果的に選択され
ることができる。従って、“提案”、“チャンネル解析”および“選択”段階を２回目に
実行すると、結果的に電話回線ＴＬ上で支持されることのできる上流および下流の最大の
データ転送速度にうまく適合された上流および下流データ転送速度値が選択される。しか
しながら、メッセージ  SELECTION 12が送信されたときに上流および下流データ転送速度
値の２回目の選択が依然として中央オフィスモデムＴＲＸ 1 を満足させない場合、中央オ
フィスモデムＴＲＸ 1 は、上流および下流データ転送速度の新しい提案が生成されること
を示す予め定められた留保されていたビットパターンを再び送信する。従って、段階“提
案”、“チャンネル解析”および“選択”は、満足のいくように適合された上流および下
流データ転送速度値が見つけられ、メッセージ  SELECTION 12を介して遠隔端末モデムＴ
ＲＸ 2 に通信されるまで繰返し行われる。選択された上流データ転送速度値を実現できる
ようにする上流搬送波のための関連したビットおよび利得情報は、メッセージ  SELECTION
12に関連した C-B&G メッセージを介して遠隔端末モデムＴＲＸ 2 に通信される。

【００３４】
第４の段階“確認”において、遠隔端末モデムＴＲＸ 2 は、下流チャンネルに関連したビ
ットおよび利得情報を中央オフィスモデムＴＲＸ 1 に送信する。草案のＡＤＳＬ規格の 10
4 ページの文節 12.9.8に記載されたいわゆる R-B&G メッセージにおいて、遠隔端末は、実
際に下流の各搬送波に対してそこで変調されるビットの数と、この下流の搬送波を送信す

10

20

30

40

50

(9) JP 3833799 B2 2006.10.18

　
　 　

　
　 　

　
　

　

　

　

　



るときに適用される利得あるいは電力レベルとを示す。これによって初期化プロトコルは
終了する。
【００３５】
図２のトランシーバＴＲＸは、ラインインターフェイスＬＩと、情報を生成する手段、す
なわち DATA, PROP, SEL, CONF, NEWPROP, RE-NEGと、制御装置 INIT CONTROL とを含んで
いる。
【００３６】
情報生成手段 DATA, PROP, SEL, CONF, NEWPROP, RE-NEGは全て、ラインインターフェイス
ＬＩの入力に結合された出力を有している。これらの出力がラインインターフェイスＬＩ
の単一の入力に結合されたか、あるいは幾つかの別個の入力に結合されたかは本発明には
関係がないことである。ラインインターフェイスＬＩの出力は通信リンク“リンク”に結
合され、その別の出力は制御装置 INIT CONTROL の入力に接続されている。制御装置 INIT
CONTROL は、情報生成手段 PROP, SEL, CONF, NEWPROPおよび RE-NEGの制御端子にそれぞ

れ結合された出力を有している。
【００３７】
制御装置 INIT CONTROL の制御の下で、初期化中に送信されるメッセージを生成する情報
生成手段、すなわち、 PROP, SEL, CONF, NEWPROPおよび RE-NEGは、メッセージをラインイ
ンターフェイスＬＩの入力に供給する。ラインインターフェイスＬＩはマルチプレクサあ
るいは排他的ＯＲ回路と見なされ、その入力の１つを通信リンク“リンク”に結合する。
変調、復調、Ｄ／ＡおよびＡ／Ｄ変換、データ詰め込みあるいはデータの詰め込みからの
取出し等の付加的な機能は、ラインインターフェイスＬＩによって行われる。情報生成手
段 PROP, SEL, CONF, NEWPROPおよび RE-NEGは、初期化メッセージの１つで送信される情報
を含むメモリ手段と、例えば通信しているトランシーバから受取られた信号対雑音比ある
いは情報に基づいて新しいデータ転送速度値あるいは選択された任意のデータ転送速度等
を決定する処理手段とによって実現される。いずれにせよ、これらの手段は未知の部品を
含んでおらず、それ故当業者は、生成される情報に応じてこれらの情報生成手段を設計す
ることができる。ＡＤＳＬの分野における上述の構成に関して、図１の中央オフィスモデ
ムは図２のトランシーバＴＲＸに置換されるとする。そのような状況において、第１の生
成手段である提案手段 PROPは４つの任意の上流および下流データ転送速度値を含む C-RATE
S1メッセージを生成し、第２の生成手段である選択生成手段 SEL は協議のための新しい提
案がそこでアナウンスされない場合にメッセージ C-RATES2を生成し、確認生成手段 CONFは
ビットおよび利得情報を含む C-B&G メッセージを生成し、提案アナウンス生成手段 NEWPRO
P は協議のための新しい提案がそこでアナウンスされた場合に C-RATES2メッセージを生成
する。その後、提案アナウンス生成手段 NEWPROP は、例えば留保されたビットパターン 11
111111等を含む C-RATES2メッセージを生成するが、それは草案のＡＤＳＬ規格の 100 ペー
ジの表３９においてはまだ使用されていない。再協議指示手段 RE-NEGは、やり直しせずに
それがデータ転送速度の再協議を行えることを通信しているトランシーバに示すために情
報を生成する。これは、 93乃至 94ページの文節 12.6.4に記載されたｍ１５ビットの C-MSG1
メッセージの値を再協議指示手段 RE-NEGにおいて生成することによって実現される。 94ペ
ージの表 36から、このｍ１５ビットは後の使用のために確保されることがわかる。従って
、図２の再協議指示手段 RE-NEGは、トランシーバＴＲＸがデータ転送速度の再協議を支持
することを示すためにこのビットを１に設定する。そうでない場合、ｍ１５ビットは０に
設定される。初期化メッセージを生成する異なる手段 PROP, SEL, CONF, NEWPROPおよび RE
-NEGを付勢するために、制御装置 INIT CONTROL は、通信しているトランシーバからライ
ンインターフェイスＬＩを介して受信された情報と、例えばメッセージの送信と先のメッ
セージの送信あるいは受信との間の所定の時間間隔等の、規格において特定された情報と
を使用する。 DATAと表示された機能ブロックは、初期化中の協議されたデータ転送速度で
後に送信される情報を生成する。ＡＤＳＬトランシーバの場合、 DATAは、リンク“リンク
”を通って送信されるディスクリート・マルチトーン（ＤＭＴ）シンボルに詰め込まれる
ビット流を生成する。
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【００３８】
ｍ１５ビットを設定するための能力は、新しい提案を打ち立てるトランシーバＴＲＸにと
って重要なだけでなく、通信しているトランシーバにとっても一層重要である。実際に、
通信しているトランシーバがデータ転送速度の再協議を支持できることをｍ１５ビットを
介して別のトランシーバＴＲＸに知らせることができる場合、そのトランシーバＴＲＸは
新しい提案を打ち立てることができることを認識する。通信しているトランシーバが再協
議されているデータ転送速度を支持しない場合、それはＴＲＸの新しい提案に正確に反応
することはできず、その結果、ＴＲＸと通信しているモデムとの間の通信は所定の時間間
隔の後に遮断される。その後、識別および初期化プロセス全体がやり直しされる。
【００３９】
上述の構成はＡＤＳＬ環境において実現されるが、本発明がそれに限定されないことに注
意すべきである。上述の構成にわずかに変更を加えることによって、２つのトランシーバ
が後の送信のためのデータ転送速度を協議するような別のシステムにそれを適用できるよ
うになることは通信技術を熟知した当業者には明らかである。例えばＨＤＳＬ（高速デジ
タル加入者回線）システム、ＳＤＳＬ（対称デジタル加入者回線）システムおよびＶＤＳ
Ｌ（超高速デジタル加入者回線）システムは、本発明に従ってその初期化プロトコルを変
更することによって適合可能なデータ転送速度を支持するように適合されることができる
。
【００４０】
２つのトランシーバを相互接続する送信媒体は本発明の適用に対しては重要でない。先の
提案が満足すべきデータ転送速度値を含んでいない場合にトランシーバの１つが新しくデ
ータ転送速度を提案できるようにすることは、上述のように電話回線を通じた送信のため
の初期化プロトコルにおいて実現できるが、同軸ケーブル、光ファイバリンク、衛星と地
上ステーションとの間の衛星リンク、空中を通る無線リンク、あるいはその他の別の送信
リンクを通る送信のための初期化プロトコルにおいても実現できる。従って、本明細書の
導入部分および特許請求の範囲の請求項において使用された通信リンクは、できる限り広
義に解釈されるべきである。ハイブリッドファイバ同軸（ＨＦＣ）ネットワークにおける
ハイブリッド光／ケーブルリンク等のハイブリッド通信リンクでさえこの技術の技術的範
囲内にあると言える。
【００４１】
さらに、本発明が適用される分野に依存して、２つのトランシーバは、（上述されている
ようなＡＤＳＬシステムの場合）両方向のデータ転送速度に関して協議することもでき、
また、（データはポイント・トゥ・マルチポイント接続を通って下流で放送されるが、上
流の送信はデータ転送速度が初期化中に協議される２点間のチャンネルを通って行われる
ような例えばＨＦＣネットワーク等の場合）単一方向のデータ転送速度に関して協議する
こともできることに注意すべきである。
【００４２】
さらに、新しい提案のアナウンスを決定するための規準が本発明の見地において限定的な
主題でないことは注意される。実際に、信号対雑音比の測定によってＡＤＳＬシステムの
ようにチャンネルが解析された場合、提案されたデータ転送速度値が満足なものでなく、
新しい提案がアナウンスされるであろうことを決定するための良い規準がその結果によっ
て与えられる。１つのトランシーバの容量あるいはデータ転送速度の制限等の別の規準に
も拘らず、後の送信を使用するサービスは、提案されたデータ転送速度値のリストが良好
に適合されたデータ速度値を含んでおらず、従って新しいリストのデータ転送速度を協議
することが好ましいことを示す。
【００４３】
本発明の原理は特定の装置に関連して上述されてきたが、この説明は単なる例示であって
、本発明の技術的範囲を制限するものでないことは明らかである。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明に従って初期化プロトコルの構成において実行される順次の段階のタイミ
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ング図。
【図２】本発明に従って初期化プロトコルを実行するように構成されたトランシーバＴＲ
Ｘのブロック図。

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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